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鳩山新政権の登場により、日米同盟や東アジアの国際関係はどう変わるのか。

新しいシリーズ研究会「日米中」のトップバッターにケント・カルダーさんを

お招きした。ワシントンは鳩山政権について民主主義が生みだす活力を理解し

「ウェイト・アンド・シー」という気持ちが強い、とカルダーさんは分析した。

ただ日本側が「マイナーな変化」にとどまるならともかく、戦略的に重要な問

題を変えようとすると米国の不信を招くと警告した。その上で、日米同盟を軍

事面に限らず、環境、エネルギー、省エネ技術、さらに文化交流など幅広く拡

大していくことを提唱した。 

 

 

©社団法人日本記者クラブ 

 

 
 



 ２

日米関係にとって非常に重要な時期 

 
ありがとうございます。講演の機会をいただき、

大変光栄でございます。昔、米大使館に勤めており

ましたころ、フォーリー大使の講演に随行したりし

ました。久しぶりにここ（日本記者クラブ）に来ら

れて、懐かしく思います。 
きょうは、先ほど会田さん（司会・会田弘継企画

委員）がおっしゃいましたように、日米関係の今後

について話したいと思います。その構造がかつてど

のようにつくられたかは、近著の『日米同盟の静か

なる危機』で多少書きました。いまの日米関係の枠

組みは、“The Ｗorld of Dulles（ダレス国務長官の

つくった世界）”であると位置づけてみました。 
サンフランシスコ条約が調印されたころは、（共

産）中国は封じ込め政策の下にあり、朝鮮半島は戦

時中、東南アジアはまだかなりが植民地状態でした。

当時の日本経済は世界のＧＤＰの３％ぐらい、アメ

リカがその１０倍以上で、３５％前後。いろんな意

味で、いまの世界と大分違っていたといえると思い

ます。枠組みは、ある意味で、ほとんど同じですけ

れども、経済的に、またアジア地域の構造を考える

とずいぶん変わりました。日米両国の政治も、相当

変わった面があると思います。 
どういうふうに変わったか。おおざっぱにいいま

すと、アジア地域の変化、特に中国の台頭が挙げら

れます。韓国ももちろん成長しました。サンフラン

シスコ条約のころには封じ込めを受けていた中国

は、今や世界政治経済の重要な一部になってきまし

た。 
ご承知のように、東南アジアは昔は植民地でした

が、いまや独立して、経済的にかなり成長していま

す。サンフランシスコ条約のころには、日本の貿易

は圧倒的に対米でしたが、２００６年以降、日中貿

易が日米貿易より金額的に多くなりました。米中貿

易も２００３年以降、日米間より多くなっています。 
アメリカの対外経済依存度は確かに高まってい

ます。対米直接投資もふえています。組合の組織率

は１９５５年に４５％、それがいま１５％弱まで下

がっています。 
ですから、二国間貿易戦争の時代が終わったとい

うことはいえると思いますが、別の意味で、アメリ

カの政治構造から、それとグローバル化の影響で、

いわゆるジャパン・パッシング（日本はずし）とい

う問題が深刻になっていると思います。逆にいえば、

日本でも同じような、似たような傾向があるという

こともいえますし、先ほどいいましたように、日本

の対中貿易が日米を３年前に上回って、技術の面で、

あるいは知的所有権とか技術面で日米がまだ関係

が強いということがいえると思いますが、貿易の面

では構造が変わっています。 
最後に、もちろん日本政治の変更、最近の総選挙

での民主党の圧勝、これは日米関係にとって何を意

味するのか。細川・羽田政権のことは別として、長

い間自民党政権が続いて、保守合同の前でも、主に

自由党の政権でした。（政権交代で）保守政権と本

格的に変わっているのか、どうなのか。まだ新政権

は始まったばかりですけれども、その新政権・新秩

序と、アメリカの関係がどういうふうになるのか、

それについて大変興味深く観察しています。 
最近、日本の雑誌にも寄稿しましたが、日米関係

にとって非常に重要な時期だと思います。 
ここまでは、地域政治の変化、それと日米政治で

起きた変化について話しましたが、それと同時に、

太平洋の戦略状況が変わってきていると思います。

それについて少し話さなければならないでしょう。 
 
３つの分野で重要な変化が起こっている 

 
安全保障関係の話になりますので間違いを犯す

ことないように英語でしゃべらせていただきます。 
先ほども申しあげましたように、現在はとても重

要な時期に当たっていると思います。普天間基地に

ついての交渉も進行中でありますし、ゲーツ国防長

官とマイク・マレン統合参謀本部議長も来日予定に

なっています。 
日米二国間関係については３つの分野で重要な

変化が現在起こっていると思っています。 
まず地域の情勢の変化。２番目は、アメリカも日

本も国内で変化が起こっているということ。３番目

に、日米同盟を取り巻く背景についてもやはり重要

な変化が起きているということです。 
あと、戦略的な分野ですとか、防衛の技術をめぐ

る分野においても重要な変化が起きています。これ

についても話したいと思います。 
一つはミサイル技術の開発ですとか、その展開に
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ついて、また北朝鮮と中国が日米に対して、国家安

全保障上、脅威となるような、大いなる力をつけて

きたということであります。 
重要なことは、これはあくまでも「徐々に」であ

るということで、いま現在あまり誇張し過ぎないほ

うがいいと思いますが、ミサイル技術のほかに核能

力というものを、北朝鮮が徐々に持ちつつあるとい

うのは事実です。 
また、これに関連して、より大きな視点からみた

抑止力の信憑性（クレディビリティー）を上げると

いう意味で、何らかの形で在日米軍のプレゼンスを

維持していくことの重要性。また、潜在的な、もし

かしたら敵になるかもしれない者に対しての能力

をさらに強化するということの重要性。特にグァム

の戦略的な重要性の高まりということもあわせて

指摘しておきたいと思います。 
この２つの件というのは、とかく互いに排除し合

うものではないかとおっしゃる方もいらっしゃる

んですけれども、よくごらんになれば、日米同盟関

係の能力の全体からみますと、相互依存し合うもの

であり、相補強し合うものです。 
さらに世界は大きな変化をたどっている最中で

あるということ、そして、現在懸案となっている問

題の重要性について述べさせていただきました。特

に懸案の問題で重要なのは、今後の在日米軍基地の

行方がどうなるのかということ。米軍の能力をグァ

ムで強化していくという問題について、どのように

展開していくかということは、多分に、いま移行期

にある政治の影響を受けるということになりそう

です。 
 
いまのところは「ウェイト・アンド・シー」 

 
今回、私はワシントンから直接来たのですが、ワ

シントンでもいろんな政治家の方々と、いろんな党

を問わず、また信じるところ問わずお会いしていま

す。日本で選挙を行っている最中も、またその直後

も日本に来ましたし、ワシントンに戻っても、いろ

んな形で政治家の方がお寄りになると、お会いして

います。 
ただ、日本で政権が交代し、移行期にあるという

ことで、非常に強いリアクションがアメリカのほう

から生まれているのではないかということで、マス

コミの一部の方ですとか、またシンクタンクの一部

の方が懸念を語っています。それはあくまでもイメ

ージであって、現実とは対照的ではないかと実は考

えているんです。 
私には、ワシントンで得た直接的な印象に加えて、

それ以上のものがあるんですけれども、いろいろア

メリカ政府の人と話をしていましても、いまのとこ

ろは日本の状況については「ウェイト・アンド・シ

ー、静観していこう」という気持ちが強いようです。

民主主義は非常にいいことであり、その民主主義の

体制で移行が起こっている、民主主義の生み出す活

力があるということで、それは十分アメリカ側とし

ても理解しているということです。 
しかしながら、同時に少し懸念もあるわけで、そ

れは静かなる形で変化が起こっており、何か新しい

ことを望むというだけで政権がも変わってしまっ

たのかもしれない。長期的な視点からみる、安全保

障上の懸念ですとか、そういうことを十分理解する

前に政権が変わってしまったのかもしれないとい

ったような危惧はあるわけです。 
 
現在の状況は細川内閣とは違う 

 
人によっては、日本で今回起きた変化というのは、

短期的に終わってしまうんだ、９３年当時の細川内

閣と同じ運命で、数カ月続いた後、もとの状況に戻

ってしまうのではないかという方もいますけれど

も、私は個人的には、もちろん将来何ともいいがた

し、日本政治は特に“一寸先は闇”といわれ、その

とおりだと思うのです。しかし、現在の状況と、９

３年当時の状況との間には構造的な変化があるの

ではないかと思っています。 
その一つに、細川内閣のときには、現在の政権ほ

ど強力な過半数の支持を得ていなかったというこ

とでありますので、国会における支持基盤というこ

とになると、現政権のほうがずっと強力だというこ

とです。 
もう一つは、現内閣の中にも政策経験を持った方

がいるということです。もちろん、自民党ほどでは

ないかもしれないけれども、そして、それ自体、時

期が時期なだけにハンディになるかもしれません

が、それでも何人かは、以前、閣僚経験を積んだ方

もいるのは、事実です。ワシントンにいろいろ日本

の政治家の方が訪ねてきますが、お会いしたところ、
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皆さんそれぞれスキルも能力も持ち、ということで、

もちろん、政権入りは今回初めてとかあるかもしれ

ないけれども、それなりのノウハウを持っておられ

るわけです。経験がないということは事実かもしれ

ないけれども、ちゃんと専門知識はお持ちではない

かと思っています。 
もう一つ重要な違いが今回あると思います。この

ことは、私、いまでも鮮明に覚えているんですけれ

ども、ちょうど私が、細川内閣当時とその直後、Ｃ

ＳＩＳの日本部長を務めていたときに関与したも

のなのでよく覚えているのですが、１９９４年初め

においては、ミッキー・カンター（通商代表）を含

む何人かのアメリカの人たちというのは、とても日

本に対して批判的であったわけです。特に、あの時

の細川内閣と、アメリカとの関係はデリケートであ

って、特にそれが如実にあらわれたのが９４年２月

に開催された首脳会談の時でした。 
私の印象としては、そのときはもちろん静観しよ

うという雰囲気が少しはあったかもしれませんが、

いまと違うのは、国家安全保障上の困難な問題があ

ったということと、そのときの時代といまを比べれ

ば、いまのアメリカ政権は、日本の現政権に対して、

あのとき（９４年当時）ほど強力な批判、もしくは

印象というのは持っていないと思います。 
また先ほど申しあげましたように、何しろ世界が

急変している最中であり、アジア地域も非常に流動

的であるということがあります。アジア自体が流動

的であるということで、ワシントンのかなりの人た

ちというのは、こういうときだからこそ、ぜひ日米

関係を安定化させたいと思っているわけです。そし

て、オバマ政権も、ほんとに驚くほど日米関係に、

予想した以上に注目しているわけであります。それ

はオバマ大統領の来日にも現れていることであり

ますし、ゲーツ長官がほどなく来日されるというこ

とでも示されていることです。 
こういった状況を撹乱させる要因が一つあると

すれば、その緊張の力学ですとか、バランスのとれ

た対応をしていきたいという希望があるにもかか

わらず、基本的に共通とする安全保障上の問題の理

解で何かそごが生じるとか、また劣化させるような、

基本的な政策上の問題が起きれば、ということなの

です。 
確かに相手側の話を聞こうとする精神はあるわ

けですし、またその現在話し合われている問題も基

本的なものではあります。例えば、普天間の滑走路

を５０ｍずらすのか、長くするのか、短くするのか

といったようなことも具体的な問題ではあるかも

しれないけれども、しかし、根本的な問題は、同盟

関係を基本的な点で安定させていきたいといこと。

これが肝心だということです。 
 
日米同盟をぜひ幅広いものにしたい 

 
もう一つ述べたいことがあります。それはワシン

トン側として、日米同盟をぜひ幅広いものにしたい

と強く望んでいるということです。ブッシュ政権時

代は、確かに数多くの運用上の協調というのが行わ

れたわけです。ほとんどのものは前向きのものであ

ったということは認めますけれども、どちらかとい

いますと、あまりにも同盟関係の中の、軍事的な側

面ばかりを掘り下げた。そちらのほうが政治面に比

べて大き過ぎたのではないかということがありま

す。政治面に比べて、軍事的に野心的過ぎたという

感が否めないというふうに思っています。 
ただ、だからと申しあげて、基本的に同盟につい

てのコミットメントを後退させるべきというふう

にいっているのではありません。そうではなく、日

米同盟関係を幅広いものにする必要はあるのでは

ないかと思っているのです。そして、新たな協力の

次元にまで広げていくべきでありましょう。例えば、

分野といたしましては、エネルギー、特に日本が強

い省エネの技術の分野ですとか、環境の分野におけ

る協力、また一層の文化交流などを指しております。

そして、より深みのある形で日米間の対話を続けて

いくということが必要でありましょう。これは単に

軍事的なものだけに限らない、またトップのリーダ

ー同士だけの交流ではなく、より幅広い交流を続け

ていくということです。 
もうすでにオバマ大統領のプラハでのスピーチ

にもうかがわれるように、さらなる次元の可能性と

いうのが出てきたのではないかというふうに思っ

ています。それ以外にもいろいろイニシアチブが進

行中です。例えば、来年、核拡散防止条約（ＮＰＴ）

について再検討会議が予定されているわけであり

ますし、またアメリカにとって、日本に対してアメ

リカが行っているコミットメントを再確認すると

いうことはーこれは北朝鮮等の脅威などを対象に

してということですがーとても大事なことです。 
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それからまた、世界全体にとって、核兵器の持つ

脅威というものを減らしていくことも必要であり、

重要です。ＮＰＴの体制の中で、新しい国、例えば

イランや北朝鮮などを取り込んでいかなくてはい

けないわけですし、世界に対しての核兵器の持つ役

割というものも、今後、削減していかなくてはいけ

ないと思っております。 
こういった点で日米協力の余地があるのではな

いかというふうに思います。いまや国際原子力機関

（ＩＡＥＡ）の事務総長は日本出身の天野さんが務

めていますし、日本はそのユニークな経験、及び技

術力を持っているので、それを基礎として、いろん

な協力関係を追求できるのではないかと思います。

こういったことを検討することはとても重要です。

もちろん、私はアメリカ政府を代表しているわけで

はございませんけれども、十分、考慮に値すると思

います。 
結論として、現在の世の中は大きく変わってしま

ったということです。１９５１年のあのサンフラン

シスコ講和条約の背景として生まれたもともとの

日米同盟関係の時代。また１９６０年に日米安保条

約が改定された時代と比べても、世界は全く変わっ

てしまったということです。 
当時の世界のほうがよっぽどヒエラルキーが強

かったと思います。時がたつにつれ日米間の格差、

違いというのも縮まってきたわけでありますし、日

本は経済的に繁栄を誇り、技術的にも大いに発展し

ました。また同時に、アジアのその他の国々も繁栄

を極めるようになり、ダイナミックになってきてい

ます。 
しかしながら、問題は単に、「対等な日米関係」

ということだけではない。つまり、何らかの意味で、

日米関係を対等にするということもさることなが

ら、それに付随してグローバル化がもたらす問題に

ついてお互いに働き合って、補い合うようにもして

いかなくてはいけないということです。日米はお互

いにとって欠かせない同盟国同士です。それはもう

不可避的です。 
しかしながら、どうも世の中をみていると、その

関係を引き裂こうとしているふうに働いているよ

うな感もあります。お互いの持っている感情ですと

か、信じるところを基礎にして、もう一度日米関係

をしっかりとしたものに戻すといったようなとこ

ろに働く力があってしかるべきというふうに思い

ます。そういった、結びつけてくれる力の一つは、

国家安全保障上の懸念ということですが、それ以外

の分野でも発展させるべきであると思います。 
私は常に、ジャーナリストの方々のご意見ですと

か、考察に対しては、多大なる敬意を持ってきた人

間であります。実は、私、大学院生になったときに、

できれば私もジャーナリストになりたいというふ

うに思ったときもありましたので……。 
以上、私の話とさせていただいて、皆様方にコメ

ント、及びご質問をいただければと思います。 
ありがとうございました。（拍手） 
  

≪質疑応答≫ 

 
司会 会田弘継・企画委員（共同通信編集委員） 

どうもありがとうございました。司会者の特権で一

つ質問させていただきます。 
最近よく論議される米中が世界を取り仕切って

いくというような、Ｇ２の論議ですね、これについ

て、カルダーさんはどういうふうに見られておるの

か、Ｇ２というものがあり得るのか。それに絡めて、

やっぱりアジアをみた場合、だれもが認めるのは、

やっぱり安全保障では日米関係がコーナーストー

ンというか、一番重要な柱になっているわけで、そ

こにいまお話のように強い日米の絆というのはあ

るわけですが、これといわゆる経済を中心にいわれ

るＧ２、これはどういう関連になっていくのか。こ

の新しく始まった講演シリーズの題名でもある「日

米中」のあるべき姿というのは、どういうふうにな

っていったらいいのか。その辺をちょっとお話しい

ただきたいと思います。 
 
中国指導者の訪米は長いのに、日本は短い 

 
カルダー まだ経済的にも、それと、いうまでも

なく安全保障の面でＧ２の時代にはなってないと

思います。名目でまだ日本のＧＤＰが中国より大き

い。その米中、Ｇ２ということは、まああるとして

も、結構将来先の話だと思います。 
アジアの中で、実際に事実上、アメリカにとって

日米関係は、アジア太平洋で中核になるべきだと思

います。政治的に、特にワシントンで、それは十分

理解されており、先ほどいいましたように、オバマ
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政権はびっくりするぐらい日米関係に優先度を与

えていると思います。以前の麻生政権に対しても、

あるいは今の鳩山政権に対しても、そういう気がし

ます。 
一般的にいえば、米中関係では、どの政権でも最

初の２年ぐらい、ニクソンまでさかのぼってもそう

ですけれども、最初の２年間は、米中が微妙な関係。

それで２～３年たってから、だんだんよくなってき

て、最後になると米中が親密、そうすると日米が複

雑、という傾向を何回も繰り返しています。 
ただ、実際に、だから一時的に日米が強くて、ど

っちかというと米中は、ブッシュ政権の終わりに比

べて、それほど親密ではないような気がします。 
しかし、中国の指導者がアメリカを訪問するとき

に、結構長く滞在します。温家宝首相とか、胡錦濤

国家主席とか、普通は１０日間、２週間ぐらい、地

方から始まって、いろんなところで知事とか地方財

界人とか、そういう人たちに会います。議会もかな

り重視しています。 
日米の場合、小泉総理のブッシュ大統領の訪問が

代表的だったけれどーグレイスランドがよかった

と思いますがー１日ぐらい、１泊ぐらいワシントン

で、晩餐会がよかったとか、お互いにそれを評価し

ますが、グラスルーツを集中的に十分に開拓してい

ないと思います。まあ日本の国会答弁とか、いろん

な要因もありますが、外交的にちょっと日本人は古

いという気がします。 
アメリカにとって戦略的に米中Ｇ２は難しいと

思います。しかし、政治的に、中国の影響力はかな

り大きい。先ほど申し上げたような活動のおかげで。

ですから、アメリカ国内ではＧ２という発想のクレ

ディビリティーはかなりあります。 
では、３国の関係は理想的にはどうあるべきか。

今日、台湾海峡の両岸の関係がだんだん親密になっ

ていることは事実という気がします。これからどう

なるかといえば、中国の存在が世界の中で大きくな

る。エネルギー、環境を初め、その辺の日米中３国

対話が望ましいと思います。 
ご承知のように、国務省の中でスタインバーグ国

務副長官とか、かなり３国対話を重視している人は

います。しかし、安全保障の話になると、そうでは

ないと思います。本来、３国の枠組みになると、日

米同盟に影響する。その観点から６カ国協議なのか、

あるいは５カ国、北朝鮮は参加しなくても５カ国の

対話が建設的だと思います。特に朝鮮半島に関して

は。しかし、安全保障については、その５カ国か、

あるいは日米２国間の中でのほうがいいと思いま

す。 
 
新政権がマイナーな変化をしたがるのは理解

できるが 

 
質問 お話の中で、現在ある前向きの力学の中で、

障害があるとすれば、それは一つ、その日米間の基

本的な、共通とする戦略的な利害について何か劣化

が起こると、それが撹乱要因になり得るんじゃない

かとおっしゃいましたけれども、具体的にどういう

ことを想定なさっているのでしょうか。日本側の事

情、アメリカ側の事情、どちらでも結構なんですが。 
 

カルダー いうまでもなく、これはとても重要か

つ基本的な問題であります。とかく、いろんなある

問題を、一つの問題に絞り込んで、消化して理解し

過ぎてしまうということがあると思うんです。 
例えば、普天間基地の、あの５０ｍずらすかどう

かということでも、それ自体が大きなリトマス試験

紙になるといってみたり、もしくはインド洋におけ

る給油をやめるのか続けるのか、ということだけで

説明してしまおうといったような類の話ですけれ

ども。 
インド洋における給油というのは、ほんとにアメ

リカ側は――いろいろなアメリカ側の人と話をし

ていますけれども、皆さん、日本の努力に対しては

とっても感謝しているわけです。しかしながら、そ

れを相殺する形で、アフガニスタン及びパキスタン

に対して、何かほかの行動をとるといったようなこ

とになれば、この供給自体はやめても、それほど大

きな問題にはならないと思うのです。 
２月に調印されている基地再編の協定というの

は、ずっと基本的に重要なものであると思っていま

す。その根っこにある根源的な問題というのは、グ

ァムでありまして、グァムの能力をどうやって再強

化していくかという話です。それは、太平洋全般の

安定を考えるうえで、極めて基本的な問題でありま

す。 
さらに、ミサイルのことについても触れましたけ

れども、ミサイルを北朝鮮ですとか、その他アジア
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の国から来るかもしれない脅威に備えて、アップグ

レードするのも、脅威が強まるかもしれないという

ことで重要であります。つまりミサイル防衛の分野

においてもその協力がもちろん考えられるわけで

す。より抜本的なところでは、反テロということで

協力は考えられる。これは極めて基本的なことだと

思っております。 
で、先ほど申しあげた要素のいくつかというのは、

この２月のときのクリントン長官と中曽根外務大

臣の間で署名されました基地再編のパッケージに

含まれているわけではあります。しかし、その中に

含まれている内容というのは、基本的なこともあれ

ば、それほど基本的なものでもない、両方が入って

いるということでありますので、やはりその基本的

な要素は何なのかということを十分考えることが

必要ではないかというふうに思っております。 
つまり、あのパッケージの中に含まれているもの

の中には、小さな点も入っているわけで、小さな点

も含めて、すべてそっくり基本的に抜本的なものだ

と位置づける必要はないわけでありまして、項目ご

とに、その持つ基本的な重要度というのが違うわけ

であります。 
アメリカ政府も、当然、どんな国でも新しい政権

になれば、前の政権とは少し違ったことをしたいと

思うのは当然であるというふうに理解していると

思います。マイナーな変化はしたがるものだという

ことで、全体的に大きな変化がない限りその点は理

解できるということだと思います。 
 
「戦略」まで変えると不信を招く 

 
ただ、変更がマイナーなものにとどまらず、大々

的なものになれば、またそれは問題になるというこ

とです。普天間基地などについても、滑走路を多少

ずらしたぐらいではもちろん大きな懸念事項には

ならないでしょう。しかし、大幅に変更させるとい

うことになると、交渉のし直しといったようなこと

も生じてくるわけで、これはもう実際、交渉し直す

といったようなことになると、運用上、大変難しい

ことになるわけです。そのこと自体、交渉に付され

る案件というのが、戦略的な観点から考えれば、日

米同盟関係に抜本的な影響を持つようなものでな

いとしても、やはりそのプロセス自体がもたらすい

らだちというのは大きなものになりかねないとい

うことでありますので、多分問題は、２つあるんじ

ゃないかと思います。 
第１は、何をもって基本的な日米間の安全保障上

の利害とするのか、それをしっかりと踏まえるとい

うこと。２番目は、それでは運用上、その信頼関係

を二国間関係として維持していくうえでは、何をし

たらいいのかということを考えるということに尽

きるのではないでしょうか。 
例えば、グァムに対して何か大きな変更をして、

影響を与えてしまうとか、ミサイル防衛ですとか、

反テロに対しての全体的な能力ですとか、こういっ

たものにまで立ち入るような形での変化というこ

とになると、当然これはもう基本的に、戦略的に重

要な問題になってしまいますので、大々的にこうい

ったものを変えようとすれば、大きな不信を招いて

しまうのは否めないと思います。 
しかし、大きなパッケージとして、ある程度柔軟

性を持たせていくことができるのであれば、全体像

を見失わないのであれば、多少、細かい点というの

はいじることは可能かもしれません。ただ、これは

あくまでも私の意見であって、当局を代弁している

ものではもちろんありません。 
もう一つ付け加えたいんですけれども、この再編

パッケージにつきましては、その中身というのは、

複雑に関連し合っている要素が入り組んだ形で入

っています。そして、数年にわたる予算措置が絡む

ような項目も結構入っておりますので、非常に難し

い内容になっているので、それをもう一回変更する

といったようなことになると、大変複雑なプロセス

になってしまうわけであります。最初から、その複

雑な内容になっているパッケージをまた仕切り直

すといったようなことになると、大きないらだちが

生じてしまうことは必至だと思います。 
 
保守政権でも革新政権でもアメリカとしては

大事だ 

 
質問 鳩山新政権に対するワシントンの見方、ウ

エイト・アンド・シーである、ということをおっし

ゃいました。で、我々日本のメディアも、ウエイト・

アンド・シーという立場でみているんですけれども、

もう一つ忘れられがちなんですけれども、オバマ政

権もまだできて９カ月しかたってないんですね。オ

バマ政権の対日政策、あるいは対アジア政策がどう
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なるのかなというのを、我々はウエイト・アンド・

シーをしていたわけですけれども、ところが経済の

大きな破局が来て、日本もそうですが、どうもオバ

マ政権及び世界は経済破局への対応に追われてき

た。経済の側面から、Ｇ２、米中重視のアイデアも

出てきたりした。そういったことに追われて、ある

いは日本側では政権交代があった。そのための選挙

があった。オバマ政権の対日政策、対アジア政策っ

て、実はまだフォーミュレートされてないんではな

いかという気さえします。 
新政権ができて、普天間の基地に対して慎重な態

度を表明したり、あるいはインド洋の給油を１月で

中断したいという、どちらかといえば、日本政権側

から新しいイニシアチブが出されて、オバマ政権は

これにどう対応するのかな。オバマ政権の反応をい

ま、みているというところですね。 
これはいままでのカルダー先生のおっしゃった

日米関係の歴史からすると、ファンダメンタルチェ

ンジですね、いままでの日米関係というのは、アメ

リカがイニシアチブを出し、日本がそれに反応する

という関係だったのですけれども、ここがこの新政

権になって大きく変わってきたなと思っています。 
もう一つ、先生がいわれた、日米関係にとって何

が最も基本的な利害なのか、共通する利益なのかを

もう一度確認する必要がある。私も全くそれに賛成

で、普天間がどうだ、インド洋がどうだという議論

をやる前に、やってもいいんですけれども、日米両

政権で、お互いにとって何が共通する利益なのかと

いう確認をして、それからアジェンダの整理をする。

おっしゃったとおり、核不拡散の話、あるいは気候

変動の話、アジアの安全保障の問題、アジェンダを

整理するための協議こそ必要ではないかと思うん

ですけれども、いかがでしょうか。 
 
カルダー オバマ政権のアジア政策が、あるいは

戦略ができていないということは、ちょっと強過ぎ

ると思います。少なくとも日本に関しては、おっし

ゃったように、両国で変動の時期、日本政治も変動

の時期、ですから、本格的にそういう時代で、どち

らになっても重要ということを主張する。少なくと

も、それは一種の戦略だと思います、本来。要する

に、保守政権が続いても、あるいは戻ってきても、

あるいはまた新政権、革新政権になっても、どちら

でもアメリカとしては大事。そのようなことを主張

する。まず人脈づくり、首脳会談とか、定期的に…

…。 
あとは、同盟の意味を広くする。経済の基盤を強

化したりとか、エネルギー、環境問題、両国にとっ

て共通。それで、一方通行、アメリカからのイニシ

アチブだけじゃなくて、いまのオバマ政権は、日本

のイニシアチブ、それは協力的なイニシアチブなれ

ば、そういう提案を歓迎すると思います。ですから、

完全にまだ早いんですから、それをはっきり明確に

するチャンスはそんなになかったけれども、一つの

可能性としては、来月、オバマ大統領が日本を訪問

するときに、おそらくアメリカとアジアについてど

こかで講演すると思います。そこでもうちょっとは

っきり戦略というか、あるいはアジア政策をどうい

うふうに考えるべきということは明確になるよう

な気がします。もちろん、ＡＰＥＣ総会、それもも

う一つの可能性。 
まあ、歴史をみると、ときどき、危機によって戦

略が出てくる。危機に反応するため。それと、とき

どき、もっと意識的に。ご承知のように、核戦略、

あるいは軍縮戦略、プラハで、アラブ諸国の戦略を

カイロスピーチで、そういう大きな演説で定期的に

大統領が戦略を明確にする。その可能性もあるよう

な気がします。 
 
ＮＰＴ会議が成功すれば広島訪問の可能性は

高くなる 

 
質問 ご存じのとおり、日本ではオバマ大統領の、

ことしあるいは来年、あるいは任期中の訪日の際の

広島訪問ということが大きな議論になっています

けれども、先生がごらんになって、我々日本で議論

されていないオバマ大統領の広島訪問に関する、ア

メリカあるいはホワイトハウスあるいはワシント

ンでの考えなければいけないファクターというか、

例えば中国がどう反応するかとか、そういうことは、

あまり日本では検討されてないんですけれども、そ

ういったワシントン及びホワイトハウスの中にお

けるオバマ大統領の広島訪問をめぐる議論の幅と

いうか、議論の内容というか、そういったものをち

ょっとお聞かせ願いたい。もしご存じであればです

が。 
 

カルダー 本日提起させていただいた問題、すべ
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て基本的な問題に関係するものであると思います

けれども、オバマ大統領が実際、広島をご訪問する

かどうかということについては、いまはあまりにも

時期尚早でありますので、何ともいえないというこ

とです。今後いろんな検討要因が出てき、それに対

して判断をするということで、最終的に何らかの決

定がされるのではないかというふうに思っていま

す。 
まず一つ要因になると思われるものは、来年の５

月に予定されている核拡散防止条約をめぐる交渉

がうまくいくかどうかということであります。成功

すればいいですけれども、仮に成功しないというこ

とになると、広島訪問の可能性というのはそれだけ

遠のいてしまう、低くなってしまうということだと

思います。逆に、来年５月の交渉が成功をしました

ら、広島訪問のチャンスも高くなるということでは

ないでしょうか。 
それからまた核兵器削減交渉には、中国も入って

いるわけでありますけれども、幸運にも、米ロ間で

は現在、強い協調関係が示されているわけでありま

すけれども、少なくとも中国側からこの交渉の足を

引っ張るような要因にはならないといったような

ことを示してくれれば、これも好材料になると思い

ます。 
中国が単なる様子見をしている、そして米ロが核

兵器を削減しているにもかかわらず、まだ未実施と

いうことで、みずからは例えば核装備を着々とふや

していくといったようなことであれば問題です。そ

ういった風潮に中国側がならないというのであれ

ば、それがプラスの材料になりまして、中国として

も平和に対しての意思表示にもなりますので、好材

料になるのではないかというふうに思っています。 
ただ、大統領の方は、この問題というのは、世界

にとって重要な案件でありますので、決して国内政

治の駆け引き、政争の具にはしたくないというふう

に思っている。多分、日本でも、もちろん来年、参

院選挙がありますけれども、そのころまでには終わ

っているでしょうから、その国内政治の要因という

のはないのではないかとも思いますけれども、いず

れにしましても、いろんな要素ですとか、デリケー

トなものが相絡み合っています。たとえ訪問が実現

するとしても、その決定というのは訪問の具体的な

期日に迫った形で、近くなってから決定が下される

ということになると思います。 

今回の大統領の訪日というのは、ほんとに短く、

２４時間ないのではないかというふうにいわれて

おりますので、時間的な余裕が今後どのくらいある

のかということはもちろん考慮する要因の一つに

なってくると思います。 
来年は、日本がＡＰＥＣの首脳会合を主催するわ

けですので、そのときに、もちろんアメリカの大統

領は東アジアに出張してこなくてはいけないとい

うことであります。その分、多分、時間的な余裕が、

今回よりは生まれるんじゃないかと思います。 
で、大統領を取り巻く側近たちがどういった個人

的な見解を持っているのかということも、大きな要

因になると思います。例えば、ルース駐日大使は、

１０月４日に、お母様と息子さんを連れて、もうす

でに広島を訪問していますし、アメリカにとって非

常に重要な最終的な要因というのは、同盟関係の持

つ質の内容であります。つまり、アメリカの提供し

ている核の傘の信憑性というものをどうやって維

持していくかということです。 
特に、もうすでに多くの国々が核兵器を保有して

いるわけであります。その観点でアメリカの提供す

る核の傘のクレディビリティーの維持をどうして

いくか。北朝鮮の方もだんだんと核能力をつけてく

るということも多分に考えられるので、その辺も検

討要因に入ってくると思います。 
いずれにしても、本当に訪問なするのであったら、

訪問期日が具体的に近づくにつれて、その決定がさ

れるということだと思います。決定自体については

あんまり前広にはされないんじゃないか。 
また、オバマ大統領は個人的な気持ちを持ってお

られるわけであり、その考えのほどはプラハのスピ

ーチなどにでも表明されているわけであり、感情的

に、オバマ大統領は核兵器が世界で果たす役割、何

とか削減したいというふうに標榜しているわけで

す。ですからたとえ無言で、何もおっしゃらなくて

も、みずから広島に行くだけ、実に雄弁なものにな

るのではないか。そういった場所としては広島以外

のものはないんじゃないかというように考えます。 
 
基地提供のバランスシートはいまも変わらない 
 
質問 在日米軍基地について、ちょっとお訪ねし

ます。カルダーさんは以前、アメリカが世界に展開
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している外国の基地について、著作を書かれたと思

うんですが、非常に印象的だったんですね。いま、

在日米軍基地というのは、アメリカの世界戦略にと

ってどういう位置づけにあるのかということを、ち

ょっと改めていまのお考えを伺わせていただきた

いのと、もうちょっと歴史的にみて、在日米軍基地

のバランスシートという見方でこの問題を考えら

れないかということなんですが、要するに日本が基

地を提供し、アメリカが平和と日本国の安全保障を

提供してくれているという、相互関係がずっとあっ

たと思うんですけれども、確かに冷戦時代は日本が

フリーライドと呼ばれて、日本のほうがバランスシ

ートは黒字かなと思うようなことがありましたけ

れども、それ以降、９．１１以降も含めて、そうい

ったものがどういうふうにアメリカ側からは認識

されているのかということをお聞きしたいと思い

ます。 
 

カルダー これも国家安全保障上の問題という

ことなので、正確を来すために英語でお答えさせて

いただきます。 
まず在日米軍の基地の件なんですけれども、これ

は朝鮮戦争の際に、日本の基地がかなりのサポート

役を演じたということが事実としてあるわけで、米

軍の日本における基地の構造の内容というのは、占

領時代、及び朝鮮動乱の時代に確定されたというふ

うにいえると思います。 
フリーライドの件をおっしゃいましたけれども、

在日米軍基地について忘れてならないのは、冷戦が

終わったときではなく、もう７０年代後半の冷戦が

まだ展開されている最中においても日本は、多大な

る接受国支援というのを米軍に提供してきたわけ

です。つまり、日本にある基地の経費の負担をやっ

てきたということであり、それに対しての対価とい

うことで日本経済にとって欠かせないシーレーン

の防衛というのをアメリカ側が提供してまいりま

した。 
9．11 以来、基本的に日本は日本の国以外のとこ

ろでも活動を展開しているわけです。例えば、海上

自衛隊がシーレーンに行くとか、イラクに自衛隊員

が駐留するとか。ですから、以前に比べてずっと日

本は、国外における活動をふやしたということです。 
それでは、もともと想定されていた日本が基地の

施設を提供し、かなりの費用的なサポートを提供す

るが、そのお返しにアメリカが、特に日本の安全保

障上の役割が少ないところである日本国外の領域

においてサポートを提供するといったような、基本

的なバランスシートの関係というのが、いま、変わ

ってきたのかどうかということなんでありますけ

れども、確かに、端っこのほうでは多少このパター

ンが変わってきたともいえるとは思うんです。昔に

比べて日本は日本国外における活動をふやしてお

られるということはありますけれども、基本的には

いまでも抜本的なパターンというのは変わってな

いのではないかというふうに思っています。 
特にポスト冷戦の世界ということで、確かに世界

じゅうに持っているアメリカの軍の基地の重要性

というのは、軍事的な意味からみると、その重要性

は減ってきているというふうに思います。 
ただ、忘れてならないのは、そうはいっても、基

地というのは少なくとも３つの分野において、まだ

まだ大事な基本的な役割を果たしているというこ

とです。１つは、津波などにみられるように、自然

災害が起こったときに、人道的な救援をする際に、

例えば東南アジアで天災があれば、基地からいろん

な救援が出るといったようなことがあるというこ

と。それから２番目は、反テロ活動ということで、

必要なときに迅速な展開が、基地があるからこそで

きるということと、３番目の基地の持つ機能という

のは、アメリカが提供している核の抑止力のクレデ

ィビリティーを提供する役割があるということで

あります。 
ですから、現在の世の中は、過去に比べると、確

かにその基地の持っている機能というのは減じて

きたかもしれませんけれども、コアとなっている基

地の構造、例えば防衛を提供して幅広い同盟関係を

強化するという意味では、まだまだ重要性を持って

いるということだと思います。 
 
両国民ともに同盟関係の理解が不足している 
 
質問 先ほどのお話で、これまでの日米関係は、

政治的な面に比べて軍事的な面の掘り下げが強過

ぎた、とおっしゃいました。それでは、政治的な側

面を強くする、掘り下げるには、具体的にはどのよ

うなことをお考えでしょうか、お聞かせください。 
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カルダー 例えば、その理解を助けるために例を

挙げたいと思うんですけれども、何らかの形で、日

本の自衛隊がシーレーンに対してプレゼンスを持

つということは、それなりに意味はあることだと思

います。つまり、こちらからペルシャ湾岸に至るま

での海路において、ということなんです。そのこと

自体、基本的に日本の利害を満たしているとは思い

ます。何とならば、日本の石油というのは、９０％

はペルシャ湾岸から輸入されているものであるの

で、だからこそ、ある程度、こういったシーレーン

に対して日本が影響力を講じるということは必要

なことかもしれません。 
ですから、ある程度のプレゼンスを持つというこ

とは、意味あることかもしれませんけれども、しか

し政治的にみると、これは必ずしも持続可能ではな

いということになるわけです。この問題を十分よく

理解している人たちが、もしかしたら日本の方々を

よりよく啓蒙できればよかったのかもしれません。

そうすれば、海上自衛隊に対しての反対の声という

のも、それほど強くならないで済んだのかもしれま

せん。 
いずれにしても、どこの国でも、新政権ができま

すと、前の政権と何か変わったことをやりたい、何

か新しいことをやりたいということは、当然のこと

なのであります。 
ですから、例えばインド洋の給油をめぐって、あ

れは意味のあることなのか、それとも批判をすべき

かといったようなことで、いろいろ議論はあるでし

ょう。また、例えば、基本的にはやはりマラッカ海

峡の以西においても、日本の自衛隊のプレゼンスを

ある程度持つということは、日本にとって意味のあ

ることということはいえるとは思います。でも、政

治的にみると、やはり日本ではこれはもたない、持

続はできないよういうことになってしまうのであ

りましょう。 
日米関係の同盟関係ということになりますと、こ

れは日米双方の国民に対していえることなんです

けれども、まだまだ啓蒙度が足りません。両国民、

両方ともいかにこの日米同盟関係が価値あるもの

かというところの理解が不足しているように思い

ます。もっと、より明確な形で協力が必要なんだ、

そのためのこその同盟関係なんだ、ということをも

っと理解してもらう必要があると思います。そのた

めにはより明確な形でのパートナーシップを提示

していかなくてはいけませんし、より対等な形での

日米関係というのも、もちろん視野に入ってくる話

だと思います。当然、現政権の民主党は、より対等

な日米関係を目指してということで、おっしゃって

いるわけです。 
伝統的には、いままでのやり方では、アメリカ側

がイニシアチブを出して、日本側からはあんまり自

主的に提案を出したことはなかった。どちらかとい

うと、外圧頼みであったということで、日本が独自

に提案を出してきたということはあんまりなかっ

たわけであります。こういった力学があったために、

もしかしたら、その結果として強力な同盟関係にな

らなかったかもしれないわけです。 
で、今回、私が日米同盟の範囲をもっと拡大でき

るのではないかと申しあげた理由というのは、もち

ろん今後、より協調していくムードも高まっている

ということもありますし、その一環として日本側が

逆にアメリカに提案を出すということも、今後考え

られると思います。 
軍事の面でも、日本側からイニシアチブをとるこ

とも可能であると思うんです。ただ、歴史が語るよ

うに、どちらかというと、非軍事的な分野の方がイ

ニシアチブを出しやすいということはあると思い

ますので、対等な日米関係を確立するに当たって、

新しい分野をぜひ協力対象の分野として考えてい

ただければと思います。 
これについて、私自身、論文等を書いているんで

すが、例えば、環境の分野もあるわけです。米軍基

地の環境を改善するというか、これはちょっと軍事

にも関係してくることですけれども、日本の持って

おられる重要な環境技術をインプットしていただ

ければ、より有用な結果が生まれるでありましょう

し、基地全体をよりクリーンにするということもで

きるわけです。 
ですから、単にイラクに駐留させるとか、海自を

派遣するとか、そういった狭いところに固執するの

ではなく、より視野を広げていただいて、新しい政

治的なプロセスをお考えいただければと思います。

その中には新しい問題、例えばエネルギーですとか、

環境問題というものを入れることができると思い

ます。 
 

司会 きょうは、お忙しい中、長時間とっていた

だきまして、アクチュアルな日米の話題、さらに中
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国の件も含めていろいろお話しいただきまして、ど

うもありがとうございました。（拍手） 
 

通訳 池田薫（サイマル・インターナショナル） 

文責・編集部 


